
科 目 金額 科 目 金額
流動資産 106,010,350円 流動負債 105,316,007円
　　現 金 119,232　 　　支 払 手 形 43,373,051　
　　当 座 預 金 974,615　 　　買 掛 金 6,235,911　
　　普 通 預 金 64,677,760　 　　１年以内返済予定の長期借入金 4,031,532　
　　定 期 預 金 11,704,717　 　　未 払 金 6,074,446　
　　受 取 手 形 625,800　 　　未払法人税等 1,763,000　
　　売 掛 金 19,889,948　 　　未 払 費 用 6,269,877　
　　仕 掛 品 5,208,936　 　　預 り 金 224,190　
　　繰延税金資産 2,853,329　 　　賞与引当金 8,244,000　
　　その他の流動資産 43,000　 　　設備関係支払手形 29,100,000　
　　貸倒引当金 -86,987　 固定負債 6,205,348　
固定資産 85,478,014　 　　長期借入金 5,451,148　
　有形固定資産 79,107,051　 　　退職給付引当金 754,200　
　　建 物 11,140,297　 　　　　負 債 合 計 111,521,355　
　　機械及び装置 64,200,081　
　　車両運搬具 1,484,150　 資 本 金 10,000,000円
　　工具器具備品 2,282,523　 利益剰余金 69,967,009　
　無形固定資産 3,132,971　 　　利益準備金 2,500,000　
　　ソフトウエア 3,132,971　 　　当期未処分利益 67,467,009　
　投資その他の資産 3,237,992　
　　保険料積立金 2,341,638　
　　繰延税金資産 838,654　 　　　　資 本 合 計 79,967,009　
　　その他の投資 57,700　
　　　　資 産 合 計 191,488,364　 　　　　負債及び資本合計 191,488,364　

資 本 の 部

資 産 の 部 負 債 の 部
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営　業　収　益 328,473,519円
　　売上高 328,473,519円
営　業　費　用 324,006,050　
　　売上原価 274,733,565　
　　販売費及び一般管理費 49,272,485　

営業利益 4,467,469　
営業外収益 232,023　
　　受取利息 2,691　
　　雑収益 229,332　
営業外費用 139,733　
　　支払利息 139,733　

経常利益 4,559,759　
4,559,759　
1,910,506　
-625,072　
3,274,325　
64,192,684　
67,467,009　

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税

第17期損益計算書
(平成17年4月1日から平成18年3月31日まで）
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前 期 繰 越 利 益
当 期 未 処 分 利 益



重要な会計方針 

    1. 資産の評価基準および評価方法 
 たな卸資産 

製品・仕掛品     ・・・総平均法による原価法および個別法による原価法 

２． 固定資産の減価償却の方法   

（１）有形固定資産   ・・・定率法によっております。  
                      ①建物及び構築物         １５～３１年 

                      ②機械装置及び車両運搬具    ６～１２年 

                      ③工具器具備品            ２～１０年 

     （２）無形固定資産   ・・・自社利用のソフトウェアは、社内における利用可能期間（５ 

                       年）に基づく定額法を採用しております。 

    ３. 引当金の計上基準 

        （１） 貸倒引当金     ・・・ 一般債権については貸倒実績率により、回収不能見込額を計

上しております。貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。                   

      （２） 賞与引当金    ・・・従業員の賞与支給に充てるため、期間対応額を計上して             

おります。 

      （３） 退職給付引当金 ・・・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における    

退職給付債務（簡便法による期末自己都合要支給額）の見込額

に基づき計上しております。 

４. リース取引の処理方法・・・ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。       

５. 消費税等の会計処理方法 ・・・ 税抜方式によっております。 

                     

（会計方針の変更） 

    固定資産の減損に係る会計基準 
     当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会 平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成１５年１０月３１日）

を適用しております。これによる損益に与える影響はありません。 
 
 
 

貸借対照表注記  
      1．有形固定資産の減価償却累計額    １００，０３０，９８２円 

      2．貸借対照表に計上した固定資産のほか、リースにより使用している重要な設備として、 ＣＮ

Ｃワイヤ放電加工機および高速立型加工機が各一台あります。    

損益計算書注記  

     １．１株当たりの当期純利益                 １３，３７１円 
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